
資料２

現　状
２５％

現状
農業協同組合（ＪＡ） 正組合員 １４．３％

総代 １．９％
理事 －
各種委員会 －
参与 －

現状
日本学術会議 会員 ６．２％

現状
国立大学協会 国立大学の教員 ８．４％

現状
日本労働組合総連合会 執行委員 ７．２％

各種分野における数値目標の設定について

現状は内閣府調べ（平成１４年９月３０日現在）、目標は男女共同参画推進本部決定（平成１２年８月
１５日）。

目標（平成１８年までに）
２７％

目標（平成２２年までに）
２０％

全ての委員会における女性委員　２名以上
２名以上

合併ＪＡにおける女性理事　２名以上

現状は「平成１５年度学校基本調査速報」（文部科学省）より、目標は「国立大学における男女共同参
画を推進するために」（平成１２年５月１９日国立大学協会男女共同参画に関するワーキング・グルー
プ）。

現状は農林水産省調べ（平成１１年・１２年）、目標は第２２回ＪＡ全国大会（平成１２年１０月）での決
議。

現状は第１９期（平成１５年－１８年）の比率、目標は第１３２回総会（平成１２年６月８日）での声明。

国の審議会等委員
目標（平成１７年度末までに）

３０％

目標（平成１５年度末までに）

目標（平成２２年までに）
１０％

１０％

目的：労働組合への女性の参画は、女性の利益のみではなく、男女双方の理解力を深め、労働者
全体の雇用・労働条件の改善につながります。また、労働組合の民主的運営と活力を高め、組織
拡大に欠かせない要件としても重要な役割を果たします。

現状は「女性の労働組合への参画に関する調査」（平成１４年１月日本労働組合総連合会）より、目標は
「第２次男女平等参画推進計画（２０００年）」（平成１２年１０月４日第３３回中央委員会）。

２５％

目的：日本の学術体制における男女共同参画の実現に向けて、日本学術会議の自己改革に関する
重点項目の一つとして、女性会員比率を今後１０年間で１０％まで高めるという目標値を設定す
る。

目的：「魅力ある地域社会づくりのために」、「広域合併ＪＡの民主的な運営のために」、「Ｊ
Ａ事業の活性化のために」、「ＪＡの組織基盤の拡充のために」、「男女共同参画の取り組みに
よるイメージアップのために」ＪＡへの女性参画が必要である。

目的：女性教員の増加は、第１に、雇用の平等原則に則るものであり、第２に、大学が必要とす
る優秀な人材確保の面でも、また多様な知の創造と伝達の面からも推進されなければならない。
第３に、特に女性の少ない分野における女性教員の増加は、女子学生にとっての役割モデルとし
て重要である。さらに、大学は重要な雇用組織として、他の雇用組織に対しても、男女平等とい
う社会的価値の推進者としての役割を果たすべきである。



現状
日本オリンピック委員会 理事 ８．３％

現状は平成１４年４月時点、目標は「ブライトン宣言」を受けて国際オリンピック委員会が設定。

現状
日本アイ・ビー・エム株式会社 社員比率 １６％

採用比率（通年） ３０％

現状
日本郵政公社 郵政総合職採用 ２０％

（各種資料を基に内閣府男女共同参画局で作成）

現状は平成１５年１０月時点、目標はジャパン・ウィメンズ・カウンシル（社長の諮問機関）における設
定。

目的：スポーツのあらゆる面において、女性が最大限に関わることを可能にし、そして尊重す
る、スポーツ文化を発展させること（「ブライトン宣言」）。

２０％

目的：「業界最高の人材を引き付け、動機付けし、維持していくこと」を実現する方策の一つと
して、社員構成のダイバーシティー（多様性）の推進を、経営上の緊急課題とした。

目標（平成１７年末までに）

目標（平成１５年までに）
１６％
３０％

現状は第１回郵政総合職採用試験（平成１５年度）結果、目標は「日本郵政公社『女性職員の採用・登用拡
大計画』」。

目標（平成１７年度までの各年度）
２０％

目的：「男女共同参画基本計画」及び「女性国家公務員の採用・登用の拡大に関する指針」に基
づき、計画を定めた。


